[image: image1.wmf]種  別

流出係数

屋  根

0.85〜0.95

道  路

0.80〜0.90

浸透アスファルト

0.50

その他の不浸透面

0.75〜0.85

水  面

1.00

間  地

0.10〜0.30

芝、樹木の多い公園

0.05〜0.25

勾配の緩い山地

0.20〜0.40

勾配の急な山地

0.40〜0.60


佐 久 市 開 発 指 導 要 綱 の 概 要

佐 久 市

○開発指導要綱の趣旨

本要綱は、佐久市の良好な生活環境や恵まれた自然環境の維持、保全、保護を通して次の世代への継承、そして災害の防止等を図るため、事業者の皆さんと市との協働により住み良い故郷づくりを進めていくことを定めたものです。
○要綱の概要

　（１）要綱の骨子

　　（ア）行為者の責務を規定

　　（イ）事業地への標識の設置（設置届の提出）

　　（ウ）事前協議
　　（エ）各種届出の提出

　　（オ）技術基準

　　　　　・一宅地の規模

　　　　　・駐車場の設置

　　　　　・ごみ処理

　　　　　・造成

　　　　　・道路の配置

　　　　　・給水

　　　　　・雨水排水処理

　　　　　・汚水
　　　　　・建築物等外観色彩

　　　　　・中高層建築物の高さ制限

　（２）対象地域

　　　対象地域は、市内全域です。ただし、長野県自然環境保全条例又は佐久市自然環境保全条例の対象となる行為、国定公園内の行為、個人が当該個人の居住の用に供する行為は除きます。

　（３）対象行為

　　（ア）宅地等開発行為で、次に該当する規模の行為

用途地域内：1,500㎡以上

用途地域外：1,000㎡以上

　　（イ）中高層建築物等建築行為で、高さが10.0ｍ以上の建築行為
　　　　　（建築物等を重ねる場合は、全体の高さが10.0ｍ以上の場合も含む）

　
　（４）一宅地規模の基準
　　（ア）戸建住宅　　　　200㎡以上

　　　　　　　　　　　　（用途地域内は150㎡以上とすることができる）
　　（イ）長屋建住宅　　　市内全域　　　60㎡以上

　（５）駐車場の設置基準

　　（ア）戸建住宅　長屋建住宅　共同住宅　寄宿舎　等　　全戸数相当数以上

　　（イ）その他　　　市駐車施設附置条例の基準を準用

　（６）道路の築造基準

　　（ア）市の定める「小規模開発に伴う道路築造基準」又は長野県の定める「道路位
置指定の取扱基準」によるものとします。
（イ）市に寄附する予定のものは、市の定める「佐久市道認定基準」によるものと

します。
　（７）雨水排水処理基準

（ア）計画雨水量は、次の式により算定するものとします。

　　　Ｑ＝１／３６０＊Ｃ＊Ｉ＊Ａ

　　　ここで、Ｑ：計画雨量（ｍ３／秒）

　　　　　　　Ｃ：流出係数

　　　　　　　Ｉ：降雨強度（ｍｍ／ｈ）

　　　　　　　Ａ：集水面積（ｈａ）
（イ）降雨強度は、長野県土木部河川課の「長野県内の降雨強度式（最新版）」に
より算定するものとします。
（ウ）流出係数は、次の表に掲げる数値を標準とします。
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　（８）建築物等外観色彩
　　　原色を避け、周囲の環境に調和した色彩とします。
　（９）中高層建築物の高さ制限

建築物等の高さは、次の表に掲げる高さを超えないものとします。
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事前協議等のフロー
佐 久 市 開 発 指 導 要 綱

　（目的）

第１条　この要綱は、市内における開発行為及び建築物等建築行為を行う者（以下「行為者」という。）に対し、市民の生活環境の保全、良好な自然環境の保護及び災害の防止等を基本とした指導を行い、もって安全で快適な都市づくりを達成することを目的とする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(１)　開発行為　都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第12項に規定する開発行為をいう。

(２)　規模　実測の面積をいう。

(３)　建築物等　建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第２条第１号に規定するもの及び煙突、鉄柱、広告塔その他これらに類する工作物をいう。

(４)　建築　建築物等を新築し、改築し、増築し、又は移転することをいう。

(５)　高さ　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第２条第２項に規定する地盤面からの高さをいう。ただし、建築物等を重ねて建築する場合は、これらを１つの建築物等とみなした高さとする。また、建築物等が周囲の地面と接する位置の高低差が３メートルを超える場合においては、最も低い地盤面から当該建築物等の最も高い部分までを高さとする。

(６)　公共施設　道路、公園、緑地、広場、河川、水路及び上・下水道をいう。

（適用範囲）

第３条　この要綱の適用を受ける範囲は、次の各号のいずれかに該当する行為とする。

(１)　開発行為のうち、その規模が用途地域指定区域内にあっては1,500平方メートル以上のもの、用途地域指定区域外にあっては1,000平方メートル以上のもの（以下「宅地等開発行為」という。）

(２)　建築物等建築行為で、その高さが10.0メートル以上のもの（以下「中高層建築物等建築行為」という。）
（適用除外）

第４条　この要綱は、前条各号に掲げる行為のうち、次の各号のいずれかに該当する行為については、適用しない。

(１)　長野県自然環境保全条例（昭和46年長野県条例第35号）の対象となる行為

(２)　佐久市自然環境保全条例（平成18年佐久市条例第16号）の対象となる行為

(３)　自然公園法（昭和32年法律第161号）第２条第３号に定める国定公園内における行為

(４)　個人が行う行為で、当該個人の居住の用に供する行為

(５)　国又は地方公共団体が行う行為

(６)　前各号に掲げるもののほか、市長が認める行為

（行為者の責務）

第５条　行為者は、第３条に掲げる行為（以下「事業」という。）の計画に当たっては、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
(１)　事業地（事業を行う土地をいう。以下同じ。）の選定に当たっては、あらかじめ法令等による行為規制、地形、地質、地盤条件等の土地条件、過去の災害記録、各種公表された災害危険想定地域の関係資料等について必要な情報を収集し、防災上の観点から検討を行うこと。

(２)　事業地及びその周辺における自然の地形、樹木等を有効に利用するほか、景観、遺跡、文化財及び周辺の土地利用の状況等に留意しながら良好な自然環境を保全すること。

(３)　大気汚染、騒音、悪臭、水質汚濁等の公害が発生しないよう措置すること。

（標識の設置）

第６条　行為者は、利害関係者に事業計画（事業の計画をいう。）の周知徹底を図るため、標識及び姿図（以下「標識等」という。）を当該敷地の見やすい場所に設置し、次の各号の定めるところにより、標識等設置届（様式第１号）を第８条に規定する事前協議の前に市長に提出しなければならない。

(１)　宅地等開発行為のうち、個人の居住の用に供する分譲宅地の造成行為は、事前協議の２週間以上前

(２)　前号に掲げるものを除く宅地等開発行為及び中高層建築物等建築行為は、事前協議の１か月以上前

２　行為者は、前項の規定により標識等を設置したときは、第８条に規定する事前協議が終了するまでこれを掲出しなければならない。

（利害関係者との協議）

第７条　行為者は、事業により施行区域の周辺に影響を及ぼすおそれのある場合又は利害関係者から計画説明等の要請がある場合については、次条に規定する事前協議の前に利害関係者と協議するものとする。

２　行為者は、前項の規定による協議を行った場合は、その内容及び結果等について、利害関係者との協議経緯書（様式第２号）により次条に定める事前協議において報告しなければならない。
（事前協議）

第８条　行為者は、法令に定められた手続を行う前に、事業計画の内容及び工事の施行等について、宅地等開発行為事前協議書（様式第３号）又は中高層建築物等建築行為事前協議書（様式第４号）により市長に協議しなければならない。

２　都市計画法第29条の規定による開発行為の許可を要する行為にあっては、前項の協議における宅地等開発行為事前協議書及び第10条第１項各号に定める届出書の提出を省略することができる。

３　市長は、第１項の協議が終了したときは、行為者に事前協議済通知書（様式第５号）を交付するものとする。

４　行為者又は次条第２項に規定する譲受人は、建築確認申請時又は工事届時には、前項の事前協議済通知書の写しを添付しなければならない。

（協議内容等の履行）

第９条　行為者は、市長及び利害関係者との協議内容及び指示事項について、責任をもって忠実に履行しなければならない。

２　行為者は、当該区域内の土地又は建築物を譲渡する場合は、譲受人に対し、市長及び利害関係者との協議内容及び指示事項について明確に表示し、その継承措置をとらなければならない。

（届出）

第10条　行為者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める届出書を市長に提出しなければならない。

(１)　事業に着手するとき　事業着手届（様式第６号）

(２)　事業内容を変更しようとするとき　事業内容等変更届（様式第７号）

(３)　行為者の氏名（法人にあっては代表者の氏名）、名称又は住所その他の事項を変更したとき　行為者等変更届（様式第８号）

(４)　事業が完了したとき　事業完了届（様式第９号）

(５)　事業を廃止しようとするとき　事業廃止届（様式第10号）

２　前項各号に定めるもののほか、行為者は、事業施行中において市長が必要と認めた場合には、事業施行状況報告書（様式第11号）を市長に提出しなければならない。

（公共施設の整備）

第11条　事業の施行に関連して必要となる公共施設は、行為者の負担において整備しなければならない。

２　前項の規定により整備された公共施設は、原則として当該公共施設の管理者に移管するものとする。ただし、協議により行為者が管理することになったものについては、この限りでない。

（駐車場の確保）

第12条　行為者は、事業の施行に当たり、当該事業の規模、用途等により必要となる台数分の駐車場を、同一敷地内又は周辺地域に確保しなければならない。ただし、佐久市建築物における駐車施設の附置等に関する条例（平成17年佐久市条例第171号）の適用地域については、この限りでない。

（災害の復旧）

第13条　行為者は、事業に起因して災害が発生した場合は、市等関係機関と協議するとともに、速やかに災害の復旧を行わなければならない。

（損害の補償）

第14条　行為者は、事業によって生じた損害については、その補償の責めを負わなければならない。

（非協力者への措置）

第15条　市長は、この要綱に従わない行為者に対しては、氏名の公表等必要な措置をとるものとする。

（その他）

第16条　この要綱に基づく行政指導及び事前協議の基準については、別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成18年７月１日から施行する。

（佐久市開発指導要綱の廃止）

２　佐久市開発指導要綱（平成２年佐久市告示第52号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。

（経過措置）

３　この要綱は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後に着手する行為について適用し、施行日前に着手した行為については、なお旧要綱の例による。

４　施行日の前日までに、旧要綱の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

附　則（平成25年12月26日告示第154号）

（施行期日）

１　この要綱は、平成26年２月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の佐久市開発指導要綱第２条及び第３条の規定は、この要綱の施行の日以後に着手する行為について適用し、同日前に着手した行為については、なお従前の例による。
　　附　則（平成28年２月17日告示第10号）

（施行期日）

１　この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の佐久市開発指導要綱第７条第３項及び第４項の規定は、この要綱の施行の日以後に第８条の規定による協議をしようとする者について適用し、同日前に同協議をした者については、なお従前の例による。

附　則（平成30年２月１日告示第32号）
この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
附　則（平成30年６月１日告示第107号）
（施行期日）
１　この要綱は、平成30年９月１日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱による改正後の佐久市開発指導要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に第８条第１項の規定による協議をしようとする者について適用し、同日前に当該協議をした者については、なお従前の例による。
佐 久 市 開 発 指 導 基 準
（趣旨）

第１条　この基準は、佐久市開発指導要綱（平成18年佐久市告示第16号。以下「要綱」という。）に基づく行政指導に関し必要な事項を定めるものとする。

（標識等の設置）

第２条　要綱第６条に規定する標識及び姿図は、別記のとおりとする。

（色彩等）

第３条　建築物等の外部色彩は、原色を避け、周囲との調和に配慮するものとする。

（宅地規模等）

第４条　戸建住宅の一宅地規模については、原則として200平方メートル以上とする。ただし、用途地域の指定のある区域にあっては、150平方メートル以上とすることができる。

２　長屋建住宅の一宅地規模は、一戸当たり原則として60平方メートル以上とする。

（駐車場の確保）

第５条　要綱第12条に規定する駐車場の設置基準は、次に掲げるところによるものとする。

(１)　戸建住宅、長屋建住宅、共同住宅及び寄宿舎　全戸数相当以上

(２)　前号に掲げるもの以外の建築物　佐久市建築物における駐車施設の附置等に関する条例（平成17年佐久市条例第171号）第４条から第12条までの規定に基づく附置基準を準用する。

２　前項の規定にかかわらず、行為者（要綱第１条に規定する行為者をいう。以下同じ。）は、当該建築物の利用目的その他の事情により、必要台数を増減することができる。

（ごみ処理）

第６条　行為者は、ごみの集積場所等ごみの処理方法について、市長の指示を受けるものとする。

（造成）

第７条　造成の設計は、事業区域及び当該事業に関する工事をする区域の地形、地質、地下水、地盤等について調査のうえ行うものとする。

２　造成計画に当たっては、できる限り事業区域内で土量のバランスを考慮し、周辺の土地利用についても支障のないよう計画するものとする。

３　切土は、こう配が30度を超え、かつ、高さが５メートルを超える場合は、高さ５メートル以内ごとに幅1.5メートル以上の小段を設置し、小段には排水施設を設けるものとする。

４　盛土の高さは、原則として15メートル未満とする。ただし、安定計算により安全上支障がないと認められる場合には、この限りでない。

５　高さが５メートルを超える盛土については、高さ５メートル以内ごとに幅1.5メートル以上の小段を設置し、小段には排水施設を設けるものとする。

６　盛土材料は、専断強度が大きく、かつ、圧縮性の小さい土を使用するものとし、ベントナイトその他の有機質を含んだ土は使用しないものとする。

７　盛土に際し、旧地盤の切株、雑草、腐植土等は、除去するものとする。

８　盛土に際し、地盤面に湧水又は地下浸透水がある場合は、暗渠等を用いて排水するものとする。

９　段切り等の措置は、旧地盤の傾斜が15パーセント以上かつ盛土の高さが２メートルを超える場合に行うものとし、段切りに当たっては、高さ0.5メートル以上、幅１メートル以上の段をとるものとする。この場合において、段には、盛土内の水が流れるように勾配をとることその他排水のための措置を講じることとする。

10　工事施工中において、急激な出水、濁水及び土砂の流出が生じないよう、湧水箇所及び法面に仮排水路を設置するとともに、必要な箇所に仮防災調整地、沈砂地を設置する等の土砂流出防止対策を施すものとする。

11　擁壁は、国土交通省制定「土木構造物標準設計」、長野県土木部監修「設計基準(１)［共通・道路・土木構造物標準設計図］」及び公益社団法人日本建築士会連合会発行「構造図集擁壁」に準じ設置するものとする。

（道路）

第８条　事業区域内の道路は、発生交通量、居住者の動線等を考慮し、事業区域の規模に応じて、次条に掲げる道路が適切に配置されているものとする。

第９条　道路の築造については、市の定める「小規模開発に伴う道路築造基準」又は長野県の定める「道路位置指定の取扱基準」によるものとする。

２　築造した道路で市に寄附する予定のものは、市の定める「佐久市道認定基準」によるものとする。

３　事業区域内に前２項に適合しない既存道路がある場合は、当該道路の幅員及び構造については、管理者と協議のうえ決定するものとする。

（給水）

第10条　事業区域内の給水区域は、上水道施設管理者の定める施設基準に基づき施行するものとする。

２　給水を上水道施設以外から行う場合は、当該施設管理者と協議し、かつ、関係法令に基づく許可を受けて施設を設置しなければならない。

（雨水排水）

第11条　雨水排水施設の計画に当たっては、事業区域の規模、地形、予定建築物の用途及び周辺の状況を勘案し、雨水を有効かつ適切に排出できるようにするものとする。

２　計画雨水量は、次の式により算定するものとする。

Ｑ＝１／３６０＊Ｃ＊Ｉ＊Ａ

ここで、Ｑ：計画雨量（ｍ３／秒）

ここで、Ｃ：流出係数

ここで、Ｉ：降雨強度（㎜／ｈ）

ここで、Ａ：集水面積（ｈａ）

３　降雨強度は、長野県土木部河川課の「長野県内の降雨強度式（最新版）」により算定するものとする。

４　流出係数は、次の表に掲げる数値を標準とする。
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（汚水処理）

第12条　行為者は、生活排水の処理については、公共下水道計画又は市長の指示に基づき汚水処理施設を整備し、処理するものとする。

（高さの制限）

第13条　建築物等の高さは、次の表に掲げる高さを超えないものとする。
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２　電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第９条の規定に基づく電気通信事業の登録を受けた電気通信事業者が、電気通信事業の用に供するために設置する鉄塔設備については、前項の規定にかかわらず、40メートルまでの範囲で高さの制限を緩和することができる。

３　前２項の規定にかかわらず、都市計画区域内において市長が特に認めた場合は、40メートルまでの範囲で高さの制限を緩和することができる。

（適用除外）

第14条　この基準のうち、次の各号のいずれかにおいて定める建築物等に関する事項が、この基準に相当する場合は、各相当規定は適用しない。

(１)　佐久都市計画地区計画の定めのある区域にあって、地区整備計画の「建築物等に関する事項」の定めのあるもの

(２)　建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく建築協定を締結した区域にあって、建築物等に関する事項の定めのあるもの

(３)　長野県景観条例（平成４年長野県条例第22号）に基づく景観形成住民協定の認定を受けた区域にあって、建築物等に関する事項の定めのあるもの

(４)　長野県屋外広告物条例（昭和36年長野県条例第69号）に基づく屋外広告物禁止地域における行為

（その他）

第15条　この基準で定めるもののほか、要綱に基づく行政指導に際し必要となる項目は、開発許可審査指針（平成16年６月24日付建第189号）の規定を準用する。

附　則

（施行期日）

１　この基準は、平成18年７月１日から施行する。

２　佐久市開発指導基準（平成５年佐久市訓令第９号。以下「旧基準」という。）は、廃止する。

（経過措置）

３　この基準の施行の日の前日までに、旧基準の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの基準の相当規定によりなされたものとみなす。

附　則（平成25年５月27日告示第84号）
この告示は、告示の日から施行する。
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行為者


・事業予定地の安全性確認


・自然環境の保全計画


・公害防止計画





行為者


・事業地に標識の設置


・標識等設置届の提出


事前協議書提出の１か月以上前


（分譲宅地造成は２週間以上前）





行為者


利害関係者等との協議によりトラブルの未然防止を図る





市


・事前協議書受付


・庁内調整





協議済通知書交付





改善事項等の指示





着手、変更、完了等の届出提出
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